
佐 久 市 国 保 浅 間 総 合 病 院 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算

令　和　６　年　度

（第２号）
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　（総則）

第１条  令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入）

第２条  令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業特別会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入

　　の予定額を次のとおり補正する。

（科　  目） 　　　計　（千円）

　第１款  　病院事業収益 8,074,913 千円 7,380 千円 8,082,293 千円

　　第２項 1,407,211 千円 7,380 千円 1,414,591 千円

佐久市長  栁　田　清　二

令和７年２月１０日提出

令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業特別会計補正予算（第２号）

（補正予定額）

　　　　収　　　入

（既決予定額）    （計）

医 業 外 収 益
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佐 久 市 国 保 浅 間 総 合 病 院 事 業 特 別 会 計

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ６ 年 度

（第２号）
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（収入） （単位：千円）

備  考

1 病院事業収益 8,074,913 7,380 8,082,293

2 医 業 外 収 益 1,407,211 7,380 1,414,591

2 負 担 金 交 付 金 908,331 7,380 915,711

令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業特別会計予算実施変更計画

収 益 的 収 入 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
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（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は損失） △ 307,700

　減価償却費 534,245

　固定資産除却費 5,092

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 119,116

　賞与引当金の増減額（△は減少） 23,138

　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 4,628

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,372

　長期前受金戻入額 △ 297,343

　支払利息及び企業債取扱諸費 72,813

　未収金の増減額（△は増加） 13,879
　たな卸資産の増減額（増加△） 3,207
　その他流動資産の増減額（△は増加） 6,886
　その他流動負債の増減額（△は減少） △ 15,837
　　 小  計 160,752

　利息の支払額 △ 72,813

　業務活動によるキャッシュ・フロー 87,939

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 201,442

　貸付による支出 △ 7,000
　国庫補助金等による収入 2,291
　一般会計からの繰入金による収入 277,152

　投資活動によるキャッシュ・フロー 71,001

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　一時借入による収入 200,000

　企業債による収入 172,600

　企業債の償還による支出 △ 438,419

　リース債務の返済による支出 △ 104,740

　一般会計からの出資による収入 7,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 163,559

 　資金増加額（又は減少額） △ 4,619

 　資金期首残高 168,382

 　資金期末残高 163,763

令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

１

イ 376,450

ロ 6,790,074
△2,517,568 4,272,506

ハ 4,444,309
△3,145,040 1,299,269

ニ 156,796
△146,852 9,944

ホ 3,881,886
△3,155,096 726,790

ヘ 34,360
△27,610 6,750

ト 1,284,496
△831,418 453,078

7,144,787

イ 2,594

2,594

投資その他の資産

イ 38,500

ロ 19

投資その他の資産合計 38,519

7,185,900

２

163,763

938,211

△2,546 935,665

17,641

18,438

1,135,507

8,321,407

令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

固 定 資 産

（１） 有形固定資産

土 地

建 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額

車 輌
減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

（２） 無形固定資産

電 話 水 道 加 入 権

無形固定資産合計

（３）

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

（１） 現 金 預 金

（２） 未 収 金

貸 倒 引 当 金

（３） 貯 蔵 品

（４） そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

イ建設改良費等の財源に 4,421,530
充てるための企業債

ロ 8,299

4,429,829

224,286

イ 1,943,085

1,943,085

6,597,200

４

200,000

イ建設改良費等の財源に 438,419
充てるための企業債

ロ 378

438,797

104,740

482,276

イ 231,805

ロ 46,382

278,187

42,110

1,546,110

５

6,580,524

△4,962,141

1,618,383

9,761,693

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債

（１） 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） リ ー ス 債 務

（３） 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

（２） 企 業 債

（１） 一 時 借 入 金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

（３） リ ー ス 債 務

（４） 未 払 金

（５） 引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

（６） そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

（１） 長 期 前 受 金

（２） 収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 1,175,604

７

イ 1,871

ロ 101,222

ハ 1,059

ニ 10,289

114,441

イ当年度未処理欠損金 2,730,331

2,730,331

△2,615,890

△1,440,286

8,321,407

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

剰 余 金

（１） 資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

負 担 金 交 付 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

資 本 剰 余 金 合 計

（２） 欠 損 金

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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（１） 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

イ　主な耐用年数

建物　 24～60年

建物附属設備　　 6～15年

構築物　　 10～40年

器械備品　 5～10年

車輛　 4～6年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）に基づいている。

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

              令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業予算注記

第１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２　固定資産の減価償却の方法

ア　減価償却の方法　　　　　

（３）リース資産

３　引当金の計上方法

（１）貸倒引当金

　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。
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 負担に属する額を計上している。

 基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

   なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係る控除

 対象外消費税については長期前払消費税勘定に計上し、２０年以内で均等償却している。

第２　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

１　重要な非資金取引

第３　予定貸借対照表等に関する注記

 のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は2,666,864千円である。

第４　セグメント情報に関する注記

  報告セグメントが一つのため、記載を省略している。

（２）退職給付引当金

　 職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

（３）賞与引当金

　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の

（４）法定福利費引当金

　 職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に

４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

（１）有形固定資産

　 当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ12,545千円である。

予定貸借対照表に計上されている企業債(当事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）
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第５　リース契約により使用する固定資産に関する注記

 １　長期継続契約に係るリース債務

第６　その他の注記

 １　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

 ２　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

 ３　賞与引当金の目的使用による取り崩し

 ４　法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第234条の3に
基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

　　　　　　　　短期リース債務　104,740千円

　　　　　　　　長期リース債務　224,286千円　　

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失に2,546千円を取り崩している。

　当事業年度において、退職手当として185,403千円を支給するため、退職給付引当金185,403千円を取り崩している。

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として695,413千円を支給するため、賞与引当金208,667千円を
取り崩している。

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として129,437千円を支出するため、
法定福利費引当金41,754千円を取り崩している。
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（収入） （単位：千円）

金　額

1 8,074,913 7,380 8,082,293

2 医 業 外 収 益 1,407,211 7,380 1,414,591

2
負 担 金
交 付 金

908,331 7,380 915,711 1
一 般 会 計
負 担 金

915,711
医療機関等物価高騰
対策事業交付金

7,380

令和６年度佐久市国保浅間総合病院事業特別会計補正予算事項別明細書

収 益 的 収 入

既決予定額 補正予定額
節

区　分
款　　　項

病 院 事 業 収 益

目 説　　　　　　明計
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